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新 旧 対 照 表

Ý6 ×\�0±S)äË�0	-§vÞ	-©£Ì ©�v��v�ØËä>�¢}öÌ©£ （注） を付した部分は改正関係部分である。

改 正 後 改 正 前

S)äÝÛÙo ¿¿jÍvÞ	- ò� S)äÝÛÙo ¿¿jÍvÞ	- ò�

 0@ ÀÀ §ÝÛÚo ¿¿�ÍvÞ	-   0@ ÀÀ §ÝÛÚo ¿¿�ÍvÞ	- 

ò� 0@ ÀÀ 3}©£ ò� 0@ ÀÀ 3}©£

Ë��ò���¾½vÞ	- ÁQ��½T� ø(Ì Ë��ò���¾½vÞ	- ÁQ��½T� ø(Ì

ÛÙ§ÛÚ3Þ6 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛÙ§ÛÚ3Þ6 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・・・・・・・・。 � ・・・・・・・・・・・・。
� 事業又はその用に供する資産の譲渡に類するものとして措置法令第21 � 事業又はその用に供する資産の譲渡に類するものとして措置法令第21

条第５項第１号ロに掲げる株式若しくは出資又は同項第２号ロに掲げる 条第５項第２号に掲げる株式又は出資のうち措置法令第21条第４項各号

特定信託の受益権のうち措置法令第21条第４項各号((土地等の譲渡に類 ((土地等の譲渡に類する株式等の譲渡))に掲げるもの

する株式等の譲渡))に掲げるもの

Ë�°{ ��\� ��Ì Ë�°{ ��\� ��Ì

ÛÙ§ÛÚ3Þ; ・・・・・・・・、株式等に係る譲渡所得等の金額、商品先 ÛÙ§ÛÚ3Þ; ・・・・・・・・、株式等に係る譲渡所得等の金額、山林所

物取引に係る雑所得等の金額、山林所得金額又は退職所得金額の計算上順 得金額又は退職所得金額の計算上順次控除するものとする。ただし、長期

次控除するものとする。ただし、長期譲渡所得の金額、株式等に係る譲渡 譲渡所得の金額又は株式等に係る譲渡所得等の金額の間において、・・・

所得等の金額又は商品先物取引に係る雑所得等の金額の間において、・・ ・・・。

・・・・。

S)äÝÛÙo 7 ¿¿¤&Úå" � S)äÝÛÙo 7 ¿¿¤&Úå" �

ç� �³�é"�ÄvÞ��i� ç� �³�é"�ÄvÞ��i�

 jÍvÞ	- ò� 0@ ÀÀ ©£  jÍvÞ	- ò� 0@ ÀÀ ©£

ËS)äÝÛÙo 7Ý7�Ý<� ×å" �çØ .ðÌ ËS)äÝÛÙo 7Ý7�Ý<� ×å" �çØ .ðÌ

ÛÙ 7ÞÙÙ ・・・・・・・・・、都市計画法第29条第１項に規定する開発 ÛÙ 7ÞÙÙ ・・・・・・・・・、都市計画法第29条若しくは同法附則第４

許可（同法第４条第２項に規定する都市計画区域内において行われる同条 項の許可又は土地区画整理法第４条第１項若しくは第14条第１項若しくは

Þ２Þ



改 正 後 改 正 前

第12項に規定する開発行為に係るものに限る。以下31の２Þ16まで同じ¤ ) 第３項の認可を受けて行われる宅地の造成が、・・・・・・・・・。

又は土地区画整理法第４条第１項若しくは第14条第１項若しくは第３項の
許可を受けて行われる宅地の造成が、・・・・・・・・・。

Ë×Úåå� Ð�.�¾½E� å" �çØ .ðÌ Ë×Úåå� Ð�.�¾½E� å" �çØ .ðÌ

ÛÙ 7ÞÙÝ ・・・・・・・。したがって、都市計画法第29条第１項に規定 ÛÙ 7ÞÙÝ ・・・・・・・。したがって、都市計画法第29条又は同法附則

する開発許可を受けて行われる宅地の造成が、例えば、・・・・・。 第４項に規定する開発許可を受けて行われる宅地の造成が、例えば、・・

・・・。

（注） 都市計画法第29条第１項に規定する開発許可を受けて住宅地の造成 （注） 都市計画法第29条又は同法附則第４項に規定する開発許可を受けて

と工業団地の造成とが行われた場合においては、・・・・・・・・。 住宅地の造成と工業団地の造成とが行われた場合においては、・・。

Ë×E� å" m
Ø æ�Ì Ë×E� å" m
Ø æ�Ì

ÛÙ 7ÞÙÞ ・・・・・・・、都市計画法第29条第１項に規定する開発許可 ÛÙ 7ÞÙÞ ・・・・・・・、都市計画法第29条又は同法附則第４項に規定

を要するものについては開発許可の申請時、・・・・・・・・・・・・。 する開発許可を要するものについては開発許可の申請時、・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

 ・・・・・。 
 ・・・・・。

Ë×Úå7¡9�o Æå3�ÚåØ å�Ä{x�Ì Ë×Úå7¡9�o Æå3�ÚåØ å�Ä{x�Ì

ÛÙ 7ÞÙá ・・・・・・・又は法人（当該建設を行う法人の合併による消 ÛÙ 7ÞÙá ・・・・・・・又は法人（当該建設を行う法人の合併による消

滅により当該建設に関する事業を引き継いだ当該合併に係る法人税法第２ 滅により当該建設に関する事業を引き継いだ当該合併に係る法人税法第２

条第12号に規定する合併法人が当該建設を行う場合には、当該合併により 条第11号に規定する合併法人が当該建設を行う場合には、当該合併により

消滅した法人又は当該合併法人とし、当該建設を行う法人の分割により当 消滅した法人又は当該合併法人）が建設した住宅又は中高層の耐火共同住

該建設に関する事業を引き継いだ当該分割に係る同条第12号の３に規定す 宅に限られるのであるから留意する。

る分割承継法人が当該建設を行う場合には当該分割をした法人又は当該分
割承継法人）が建設した住宅又は中高層の耐火共同住宅に限られるのであ

るから留意する。

Ë�é÷ÐÂýä <ïÄ��®v©»¾½i�Ì Ë�é÷ÐÂýä <ïÄ��®v©»¾½i�Ì

ÛÙ 7ÞÚß 措置法規則第13条の３第７項第１号イ�に規定する「国土利 ÛÙ 7ÞÚß 措置法規則第13条の３第７項第１号イ�に規定する「国土利

用計画法第27条の４第１項（同法第27条の７第１項において準用する場合 用計画法第27条の４第１項（第27条の７第１項において準用する場合を含
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改 正 後 改 正 前

を含む。）の規定による届出をして当該土地等が買い取られる場合」とは、 む。）の規定による届出をして当該土地等が買い取られる場合」とは、同

同法第27条の４第１項（同法第27条の７第１項において準用する場合を含 法第27条の４第１項（第27条の７第１項において準用する場合を含む。）
む。）の規定による届出をした日から起算して６週間を経過した日（同日 の規定による届出をした日から起算して６週間を経過した日（同日前に都

前に都道府県知事から同法第27条の５第３項（同法第27条の８第２項にお 道府県知事から同法第27条の５第３項（第27条の８第２項において準用す

いて準用する場合を含む。）に規定する勧告をしない旨の通知を受けた場 る場合を含む。）に規定する勧告をしない旨の通知を受けた場合には、・

合には、・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。

S)äÝÛÚo ¿¿�ÍvÞ	- ò� S)äÝÛÚo ¿¿�ÍvÞ	- ò�

 0@ ÀÀ ©£  0@ ÀÀ ©£

Ëé"=Zgq� æ� aÍÌ Ëé"=Zgq� æ� aÍÌ

ÛÚÞ: その譲渡した株式（出資及び投資口（投資信託及び投資法人に関す ÛÚÞ: その譲渡した株式（出資を含む。以下32Þ８までにおいて同じ。）

る法律第２条第21項に規定する投資口をいう。）を含む。以下32Þ８まで が措置法令第21条第４項各号に掲げる株式に該当するかどうかは、・・・

において同じ。）又は特定信託の受益権が措置法令第21条第４項各号に掲 ・・。

げる株式又は特定信託の受益権に該当するかどうかは、・・・・・。

Ë�T�~t��i��|�½vÞgqÏ W�Ì Ë�T�~t��i��|�½vÞgqÏ W�Ì

ÛÚÞ= 増資等により株式の発行法人の発行済株式数の総数に異動があった ÛÚÞ= 増資等により株式の発行法人の発行済株式数の総数に異動があった

場合において、措置法令第21条第５項第１号ロに規定する特殊関係株主等 場合において、措置法令第21条第５項第２号に規定する特殊関係株主等の

の譲渡した株式の数が当該発行済株式の総数の５％以上又は15％以上に相 譲渡した株式の数が当該発行済株式の総数の５％以上又は15％以上に相当

当する数に当たるかどうかは、・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 する数に当たるかどうかは、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

S)äÝÛÛo ¿¿¾Ð��åvÚÍT S)äÝÛÛo ¿¿¾Ð��åvÚÍT

�Ä©-��i� ò� 0@ ÀÀ © �Ä©-��i� ò� 0@ ÀÀ ©

£ £

ËñÂÄE��½¡§ YU Ð�.��v½T�Ì ËñÂÄE��½¡§ YU Ð�.��v½T�Ì

ÛÛÞÜÛ ・・・・・・・・・・・・、かつ、その者が同項に規定する代替資 ÛÛÞÜÛ ・・・・・・・・・・・・、かつ、その者が同項に規定する代替資

Þ４Þ



改 正 後 改 正 前

産とすることができる資産を取得（製作及び建設を含む。次項において同 産とすることができる資産を取得する場合に適用があるのであるが、譲渡

じ。）する場合に適用があるのであるが、譲渡資産がその所有者と生計を 資産がその所有者と生計を一にする親族の同項に規定する事業の用に供さ
一にする親族の同項に規定する事業の用に供されていた場合には、・・・ れていた場合には、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËÚÍT� ©- aÍÌ ËÚÍT� ©- aÍÌ

ÛÛÞÜß ・・・・・・・・・・・・・、収用等があった日の属する年にお ÛÛÞÜß ・・・・・・・・・・・・・、収用等があった日の属する年にお

いて、当該取得した資産（措置法第19条各号に規定する特別償却（同法第 いて、当該取得した資産（措置法に規定する特別償却（同法第13条に規定

13条第１項に規定する障害者を雇用する場合の機械等の割増償却及び同法 する障害者を雇用する場合の機械等の割増償却及び同法・・・）・・・・

・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。

ËÚÍT���v� 0±�� [»ÐÌ ËÚÍT���v� 0±�� [»ÐÌ

ÛÛÞÜà ・・・・・・・・・・・・・・、同法に規定する特別償却（同法第 ÛÛÞÜà ・・・・・・・・・・・・・、同法に規定する特別償却（同法第

13条第１項に規定する障害者を雇用する場合の機械等の割増償却及び同法 13条に規定する障害者を雇用する場合の機械等の割増償却及び同法・・・

・・・・・・・・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

S)äÝÛÛo 9 ¿¿¾Ð;�� i S)äÝÛÛo 9 ¿¿¾Ð;�� i

� vÞ	-� 0±\� ÀÀ ©£ � vÞ	-� 0±\� ÀÀ ©£

Ë×%ÙÄÖ��v������i�Ø� .ðÌ Ë×%ÙÄÖ��v������i�Ø� .ðÌ

ÛÛ 9Þ7 7 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛÛ 9Þ7 7 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� 当該許可前に、当該農地等の所在する地域が都市計画法第７条第１項 � 当該許可前に、当該農地等の所在する地域が都市計画法第７条第１項

((区域区分))に規定する市街化区域に該当することとなったことに伴い、 ((市街化区域及び市街化調整区域))に規定する市街化区域に該当するこ
・・・・・・・・。 ととなったことに伴い、・・・・・。

� ・・・・・。 � ・・・・・。

Þ５Þ



改 正 後 改 正 前

S)äÝÛÜo 7 ¿¿0�Úå"�ç S)äÝÛÜo 7 ¿¿0�Úå"�ç

YU� �³�é"�ÄvÞ��i YU� �³�é"�ÄvÞ��i

� vÞ	- 0±\� ÀÀ ©£ � vÞ	- 0±\� ÀÀ ©£

Ëã7Âýä�º½�Ø%ÙÄ¶��{Á¾½å"�çYUÌ Ëã7Âýä�º½�Ø%ÙÄ¶��{Á¾½å"�çYUÌ

ÛÜ 7Þ= ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛÜ 7Þ= ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� 措置法第34条の２第２項第３号イに規定する「宅地の造成が都市計画 � 措置法第34条の２第２項第３号イに規定する「宅地の造成が都市計画

法第29条第１項の許可（同法第４条第２項に規定する都市計画区域内に 法第29条又は同法附則第４項の許可を受けて行われるもの」とは、宅地

おいて行われる同条第12項に規定する開発行為に係るものに限る。）を 造成事業について、都市計画法第29条又は同法附則第４項の許可（・・

受けて行われるもの」とは、宅地造成事業について、都市計画法第29条 ・((・・・))・・・）・・・・・。

第１項の許可（・・・((・・・))・・・）・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

S)äÝÛÞo ; ¿¿0� �ÚÐç S)äÝÛÞo ; ¿¿0� �ÚÐç

� ®�z	¥;� i� jÍv � ®�z	¥;� i� jÍv

Þ	- ò� 0@ ÀÀ ©£ Þ	- ò� 0@ ÀÀ ©£

Ë®�ÝÅ /m
ÖÚ	¥®�é"� m
ÖÚ æ�Ì Ë®�ÝÅ /m
ÖÚ	¥®�é"� m
ÖÚ æ�Ì

ÛÞ ;Þ; ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛÞ ;Þ; ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� その家屋の床面積のうち当該個人が居住の用に供する部分の床面積が � その家屋の床面積のうち当該個人が居住の用に供する部分の床面積が

240ä（譲渡資産の譲渡が平成13年４月１日以後である場合は 280ä） 240ä以下で、かつ、50ä以上であるものかどうかを判定する場合にお

以下で、かつ、50ä以上であるものかどうかを判定する場合において、 いて、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

 ・・・・・。 
 ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
 ・・・・・。  ・・・・・。
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改 正 後 改 正 前

S)äÝÛßo ¿¿0� YUÐT�  S)äÝÛßo ¿¿0� YUÐT� 

 ®�z i� vÞ	- ò�   ®�z i� vÞ	- ò� 

0@ ÀÀ ©£ 0@ ÀÀ ©£

Ë®�zT�~7#bt½i� m
â� »ÐÌ Ë®�zT�~7#bt½i� m
â� »ÐÌ

ÛßÞÙØ ・・・・・・・・・・・・・、これらの買換資産として取得した土 ÛßÞÙØ ・・・・・・・・・・・・・、これらの買換資産として取得した土

地等の合計面積が譲渡資産である土地等の面積に措置法令第25条第21項に 地等の合計面積が譲渡資産である土地等の面積の５倍（措置法令第25条第

規定する倍率を乗じて計算した面積に相当する面積を超える場合には、・ 28項第１号に規定する農林水産大臣が適当であると認める場合にあっては、

・・・・・・・。 30倍、同項第２号に規定する農業委員会が適当であると認める場合にあっ

また、・・・・・・・・・。 ては、10倍。以下37Þ11及び37Þ21の３において同じ。）に相当する面積

を超える場合には、・・・・・・・・・。

また、・・・・・・・・・。

譲渡資産である土地等の面積に措置法令第25条第21項に
規定する倍率を乗じて計算した面積に相当する面積 譲渡資産である土地等の面積の５倍に相当する面積

買換資産として取得した土地等の合計面積 買換資産として取得した土地等の合計面積

ËvÞÅÖÄu���i� m
â� »ÐÌ ËvÞÅÖÄu���i� m
â� »ÐÌ

ÛßÞÙÙ ・・・・・・・・・・・・・、その買換資産となる土地等の面積は、 ÛßÞÙÙ ・・・・・・・・・・・・・、その買換資産となる土地等の面積は、

納税者が措置法令25条第28項又は29項の規定により、・・・・・・・、当 納税者が措置法令25条第35項又は36項の規定により、・・・・・・・、当

該譲渡した土地等の面積にいずれか一の号の譲渡資産の譲渡収入金額が当 該譲渡した土地等の面積にいずれか一の号の譲渡資産の譲渡収入金額が当

該土地等の譲渡収入金額の合計に占める割合を乗じ、さらに措置法令第25 該土地等の譲渡収入金額の合計に占める割合を乗じて計算した面積の５倍

条第21項に規定する倍率を乗じて計算した面積に相当する面積を限度とす に相当する面積を限度とすることに留意する。

ることに留意する。

Ëm
â� 4�½®�T�~t½i�Ì Ëm
â� 4�½®�T�~t½i�Ì

ÛßÞÙÙ 7 措置法第37条第１項の表の第５号に規定する買換資産のうちに ÛßÞÙÙ 7 措置法第37条第１項の表の第５号に規定する買換資産のうちに

措置法令第25条第21項に規定する30倍又は10倍の面積制限に係る土地等と 措置法令第25条第28項に規定する30倍又は10倍の面積制限に係る土地等と
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Þ７Þ



改 正 後 改 正 前

Ë¤ç8z8ÙÛÙi#G�©-��é"���v� ®�z »ÐÌ Ë¤ç8z8ÙÛÙi#G�©-��é"���v� ®�z »ÐÌ

ÛßÞÙÙ > ・・・・・・・・・・・・・、平成３年３月31日以前に当該個 ÛßÞÙÙ > ・・・・・・・・・・・・・、平成３年３月31日以前に当該個
人により取得（平成３年４月１日以後の取得で、措置法令第25条第９項各 人により取得（平成３年４月１日以後の取得で、措置法令第25条第９項各

号に掲げる取得を含む。）がされた資産（平成14年１月１日以後に譲渡さ 号に掲げる取得を含む。）がされた資産に限ることとされているため、当

れるものにあっては、当該個人により取得がされたこれらの資産のうちそ 該個人が平成３年３月31日以前に取得した土地等とともに当該土地等の上

の譲渡の日の属する年の１月１日において所有期間が10年を超えるもの） に平成３年４月１日以後に建築された建物で事務所等として使用されてい

に限ることとされているため、当該個人が平成３年３月31日以前に取得し るものを譲渡する場合には、当該建物は同号の上欄に規定する譲渡資産に

た土地等（平成14年１月１日以後に譲渡されるものにあっては、その譲渡 該当しないが、当該土地等は当該譲渡資産に該当することに留意する。

の日の属する年の１月１日において所有期間が10年を超えるもの）ととも

に当該土地等の上に平成３年４月１日以後に建築された建物（平成14年１

月１日以後に譲渡されるものにあっては、その譲渡の日の属する年の１月

１日において所有期間が10年を超えないもの）で事務所等として使用され

ているものを譲渡する場合には、当該建物は同号の上欄に規定する譲渡資

産に該当しないが、当該土地等は当該譲渡資産に該当することに留意する。

（削除） Ë×�UUT?����+Ð�¾�v½å�Ø æ�Ì

ÛßÞÙÙ ÙÚ 措置法第37条第１項の表の11号の上欄に規定する「建物」とは、

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律第

33条第１項に規定する過度集積地域内にある事務所又は研究所（同法第２

条第３項に規定する産業業務施設に限るものとし、貸付けの用に供されて

いるものを除く。以下37Þ11の13までにおいて「産業業務施設」という。）

をいうのであるが、一の建物に産業業務施設として使用されている部分と

その他の部分とがある場合には、37Þ11の７に準じて取り扱うこととする。

（削除） Ë�UUT?����+Ð�¾�v½å� f" Ð�.�¾�v½é"�Ì

ÛßÞÙÙ ÙÛ 一の建物に産業業務施設として使用されている部分とその他の
部分とがある場合における措置法第37条第１項の表の第11号の上欄に規定

する「その敷地の用に供されている土地等」の取扱いは、37Þ11の８に準

じることとする。
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改 正 後 改 正 前

Ë	¬Í§~ÙØzÄgz½é"���v� ®�z »ÐÌ Ë	¬Í§~ÙØzÄgz½é"���v� ®�z »ÐÌ

ÛßÞÙÙ ÙÚ 措置法第37条第１項の表の第19号及び21号の上欄に規定する譲 ÛßÞÙÙ ÙÜ 措置法第37条第１項の表の第19号、第20号及び21号の上欄に規
渡資産は、同欄に掲げる個人により取得がされた資産のうち、・・・・・ 定する譲渡資産は、同欄に掲げる個人により取得がされた資産のうち、・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËA%Øñ?� 5Í��åvvÞ�¾½T� ø(Ì ËA%Øñ?� 5Í��åvvÞ�¾½T� ø(Ì

ÛßÞÙÚ 措置法第37条第１項の表の第２号から第４号までに規定するばい煙 ÛßÞÙÚ 措置法第37条第１項の表の第２号から第４号までに規定するばい煙

発生施設、騒音発生施設、特定施設、指定地域特定施設、湖沼特定施設若 発生施設等、騒音発生施設又は特定施設、指定地域特定施設、湖沼特定施

しくは指定施設の移転又は廃棄に伴い譲渡されるものには、・・・・・・ 設、指定施設若しくは特定施設等の移転又は廃棄に伴い譲渡されるものに

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ëé" ¬C÷Ð �³ ®�zÌ Ëé" ¬C÷Ð �³ ®�zÌ

ÛßÞÙÛ 措置法第37条第１項の表の第13号の買換えは、市街化区域又は既成 ÛßÞÙÛ 措置法第37条第１項の表の第13号の買換えは、市街化区域又は既成

市街地等の地域内にある土地の上に地上階数４（措置法令第25条第17項に 市街地等の地域内にある土地の上に地上階数４（措置法令第25条第19項に

規定する共同住宅にあっては、３）以上の建物・・・・・・・・・・・・ 規定する共同住宅にあっては、３）以上の建物・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ë×å.m
Ø	¥×/m
Ø .ðÌ Ë×å.m
Ø	¥×/m
Ø .ðÌ

ÛßÞÙÛ < 措置法第37条第１項の表の第13号の上欄に規定する「建築面積」 ÛßÞÙÛ < 措置法第37条第１項の表の第13号の上欄に規定する「建築面積」

並びに措置法令第25条第17項及び第19項に規定する「床面積」は、・・・ 並びに措置法令第25条第19項、第21項及び措置法規則第18条の５第１項に

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 規定する「床面積」は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËD ÝÙÛ� bò7¡D ÝÙÜ� Ñò ÝÅ�� d�bu��¾�{ ËD ÝÙÛ� bò7¡D ÝÙÜ� Ñò ÝÅ�� d�bu��¾�{

� .ðÌ � .ðÌ

ÛßÞÙÛ = 措置法令第25条第17項第１号に規定する「構造上区分された数 ÛßÞÙÛ = 措置法令第25条第19項第１号に規定する「構造上区分された数

個の部分」及び同条第19項第３号に規定する「構造上区分された一又は二 個の部分」及び同条第21項第３号に規定する「構造上区分された一又は二
以上の部分」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 以上の部分」・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ë/m
 :� 8#b����½{�~%»Ú� Ðâ7¡Úå Ð�. Ë/m
 :� 8#b����½{�~%»Ú� Ðâ7¡Úå Ð�.

�¾�v½}�x} æ�Ì �¾�v½}�x} æ�Ì

ÛßÞÙÛ > 措置法令第25条第17項第３号に規定する共同住宅の「床面積の ÛßÞÙÛ > 措置法令第25条第19項第３号に規定する共同住宅の「床面積の

５分の３以上に相当する部分が専ら住居の用途に供されている」かどうか ５分の３以上に相当する部分が専ら住居の用途に供されている」かどうか

Þ９Þ



改 正 後 改 正 前

又は同条第19項第１号に規定する貸家住宅の「床面積の５分の３以上に相 又は同条第21項第１号に規定する貸家住宅の「床面積の５分の３以上に相

当する部分が専ら住宅の用に供され」ているかどうかは、・・・・・・。 当する部分が専ら住宅の用に供され」ているかどうかは、・・・・・・。

ËÔÝÚå /m
~vÞT��t½{� ÔÝÚå /m
Ägz�v½ ËÔÝÚå /m
~vÞT��t½{� ÔÝÚå /m
Ägz�v½

}�x} æ�Ì }�x} æ�Ì

ÛßÞÙÛ ÙØ 措置法令第25条第19項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・ ÛßÞÙÛ ÙØ 措置法令第25条第21項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËÔÝÚå /m
 7� 6#b����½{�~%»Úå���ÔÝ  ËÔÝÚå /m
 7� 6#b����½{�~%»Úå���ÔÝ 

 Ð�.�¾�v½�� æ�Ì  Ð�.�¾�v½�� æ�Ì

ÛßÞÙÛ ÙÙ 措置法令第25条第19項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・ ÛßÞÙÛ ÙÙ 措置法令第25条第21項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ë3Ð{�~t½i� /m
Áÿ æ�Ì Ë3Ð{�~t½i� /m
Áÿ æ�Ì

ÛßÞÙÛ ÙÚ 措置法令第25条第19項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・ ÛßÞÙÛ ÙÚ 措置法令第25条第21項第２号に規定する貸家住宅・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËD ÝÙá� bò�Û��½¨�-��½}�x} æ�aÍÌ ËD ÝÙá�7¡ÝÚØ� bò�Û��½¨�-��½}�x} æ�

aÍÌ

ÛßÞÙÛ ÙÛ 個人が、措置法第37条第１項の表の第19号の上欄に掲げる個人 ÛßÞÙÛ ÙÛ 個人が、措置法第37条第１項の表の第19号又は第20号の上欄に

に該当するかどうかは、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 掲げる個人に該当するかどうかは、・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËvÞ~�}��´ ��¾½{� oN� Â�Ì ËvÞ~�}��´ ��¾½{� oN� Â�Ì

ÛßÞÙá 7 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛßÞÙá 7 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

（注）１ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・、 （注）１ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・、

納税者が措置法令第25条第28項又は第29項の規定により、当該譲 納税者が措置法令第25条第35項又は36項の規定により、当該譲渡
渡資産又は買換資産の全部又は一部について・・・・・・・・。 資産又は買換資産の全部又は一部について・・・・・・・・・。

（注）２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 （注）２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

ËÓ�"� ;�.�|v�©-��é"� YUÐ æ��Ì ËÓ�"� ;�.�|v�©-��é"� YUÐ æ��Ì

ÛßÞÚÙ 8 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ÛßÞÚÙ 8 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 � ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
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改 正 後 改 正 前

� 同条第２項に規定する買換資産の面積が譲渡資産である土地等の面積 � 同条第２項に規定する買換資産の面積が５倍を超えるかどうかは、・

に措置法令第25条第21項に規定する倍率を乗じた面積を超えるかどうか ・・・・・・・・。
は、・・・・・・・・・。

ËjÍ!{©-~r³»¾½¶²Ä-�vYmÌ ËjÍ!{©-~r³»¾½¶²Ä-�vYmÌ

ÛßÞÚß 7 買換資産の取得につき措置法第37条第３項の規定を適用する場 ÛßÞÚß 7 買換資産の取得につき措置法第37条第３項の規定を適用する場

合における措置法令第25条第22項に定める・・・・・・・・・・・・・。 合における措置法令第25条第29項に定める・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

Ë0±���Ä�?��!{©-T� ©�vÌ Ë0±���Ä�?��!{©-T� ©�vÌ

ÛßÞÚß 8 譲渡資産の譲渡をした日の属する年の前年以前に取得した資産 ÛßÞÚß 8 譲渡資産の譲渡をした日の属する年の前年以前に取得した資産

につき措置法第19条各号((特別償却等))に掲げる規定（第13条第１項及び につき措置法第10条の２から第10条の５まで及び第10条の７((特別償却又

第13条の２の規定を除く。）の適用を受けている場合には、・・・・・・ は所得税額の特別控除))、第11条から第12条の４まで((特別償却等))並び

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 に第13条の３から第16条まで((割増償却等))の規定の適用を受けている場

合には、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ë©-Í§ r�Ä{xi� ¶²Ä-�vYmÌ Ë©-Í§ r�Ä{xi� ¶²Ä-�vYmÌ

ÛßÞÚà 7 措置法第37条の４かっこ書きの買換資産の取得期間の認定を行 ÛßÞÚà 7 措置法第37条の４かっこ書きの買換資産の取得期間の認定を行

う場合における措置法令第25条第22項に定める・・・・・・・・・・・。 う場合における措置法令第25条第29項に定める・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

Ë®�T� ©-~Âý�4�½i� vÞT� Ëu�Ì Ë®�T� ©-~Âý�4�½i� vÞT� Ëu�Ì

ÛßÞÚá ・・・・・・・・、その見込みに応じて措置法令第25条第28項((譲 ÛßÞÚá ・・・・・・・・、その見込みに応じて措置法令第25条第35項((譲

渡資産と買換資産との対応))の規定により譲渡資産を区分して措置法第37 渡資産と買換資産との対応))の規定により譲渡資産を区分して措置法第37

条第１項の規定を適用するのであるが、その見込みと異なる買換資産を取 条第１項の規定を適用するのであるが、その見込みと異なる買換資産を取

得したときは、改めて措置法令第25条第28項の規定により譲渡資産を区分 得したときは、改めて措置法令第25条第35項の規定により譲渡資産を区分

して措置法第37条第１項の規定を適用することができることに留意する。 して措置法第37条第１項の規定を適用することができることに留意する。
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改 正 後 改 正 前

S)äÝÛßo 8 ¿¿®�z�£½0 S)äÝÛßo 8 ¿¿®�z�£½0

� YUÐT� vÞ i� ©- � YUÐT� vÞ i� ©-

ÖN Â�� ÀÀ ©£ ÖN Â�� ÀÀ ©£

Ë�E ��Û��½®�T�~7#bt½i��\�«�©-ÖNÌ Ë�E ��Û��½®�T�~7#bt½i��\�«�©-ÖNÌ

Ûß 8Þ6 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 Ûß 8Þ6 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

なお、算式中の「0.2 」や「0.8 」は、買換資産が同項の表の第19号の なお、算式中の「0.2 」や「0.8 」は、買換資産が同項の表の第20号の

下欄に掲げる資産（・・・・・・・・・・・）・・・・・・・・・・・。 下欄に掲げる資産に該当する場合には「0.4 」及び「0.6 」とし、同表第

11号の下欄に掲げる資産又は第19号の下欄に掲げる資産（・・・・・・・

・・・・・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
	 ・・・・・。 	 ・・・・・。

(注) ・・・・・。 (注) ・・・・・。

Ë®�z 0@ »ÐÄ¶��T���v� 0±�� [»ÐÌ Ë®�z 0@ »ÐÄ¶��T���v� 0±�� [»ÐÌ

Ûß 8Þ8 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・、 Ûß 8Þ8 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・、

当該買換資産については、同法第19条各号に規定する特別償却((同法第13 当該買換資産については、同法に規定する特別償却((同法第13条に規定す

条第１項に規定する障害者を雇用する・・・・・。）・・・・・・・・。 る障害者を雇用する・・・・・。）・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ë®�z 0@~»Ð�¾�v������®�T��£½0±��Ì Ë®�z 0@~»Ð�¾�v������®�T��£½0±��Ì

Ûß 8Þ9 ・・・・・・・・・・・・・・・、その適用がないこととなっ Ûß 8Þ9 ・・・・・・・・・・・・・・・、その適用がないこととなっ

た日以後においては、当該買換資産について同法第11条から12条の３まで た日以後においては、当該買換資産について同法第11条から12条の４まで

及び第13条の３から第16条・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 及び第13条の３から第16条・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。
� ・・・・・。 � ・・・・・。

(注) １ ・・・・・・・・・・・・・・・・・。 (注) １ ・・・・・・・・・・・・・・・・・。

２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ２ ・・・・・・・・・・・・・・・・・。
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改 正 後 改 正 前

S)äÝÛßo ÙØ ¿¿gq��£½v S)äÝÛßo ÙØ ¿¿gq��£½v

Þ	-� ò� 0@ ÀÀ©£ Þ	-� ò� 0@ ÀÀ©£

Ë	¬Í§~8zÄgz½}�x} æ�Ì Ë	¬Í§~8zÄgz½}�x} æ�Ì

Ûß ÙØ¾9 ・・・・・・・、当該譲渡をした株式は先に取得したものから Ûß ÙØ¾9 ・・・・・・・、当該譲渡をした株式は先に取得したものから

順次譲渡したものとすることに留意する。この場合において、増資、減資、 順次譲渡したものとする。この場合において、増資、減資、会社の合併又

会社の合併、会社の分割、株式の併合又は株式の分割により取得した株式 は株式の併合若しくは分割により取得した株式の取得の時は、その取得の

（措置法第37条の10第４項の規定により株式等に係る譲渡所得等に係る収 基因となった株式の取得の時とする。

入金額とみなされるものを除く。）の取得の日は、その取得の基因となっ

た株式の取得の日とする。

（注） その株式の所有期間を判定する場合に、その株式を他から取得し

たときの「取得の日」は、所得税基本通達33Þ９�に準じて判定す

る。

ËvÞ	-��£½¾koN�±��oN�Þä¨ �  i�Ì ËvÞ	-��£½¾koN�±��oNÌ

Ûß ÙØ¾; 措置法第37条の10第４項第１号の規定の適用に関しては、次の Ûß ÙØ¾; 措置法第37条の10第４項の規定は、同項各号に掲げる金額（法

点に留意する。 第25条第１項《配当等の額とみなす金額》の規定に該当する部分の金額を
� 法人の合併に当たり、措置法第37条の10第４項の規定により、被合併 除く。）が令第117 条又は118 条第２項の規定に準じて計算した従前の取

法人の株式（以下この項において「旧株」という。）についての譲渡所 得価額又は取得費の合計額を超える場合に限り適用することとし、措置法

得等に係る収入金額とみなされる同項第１号に掲げる金額（所得税法第 第37条の10第４項に規定する株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみ

25条第１項《配当等の額とみなす金額》の規定に該当する部分の金額 なす金額は、その超える部分の金額とする。

（以下37の10Þ８までにおいて「みなし配当額」という。）を除く。）

及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、次の算式によって計算し

た金額となる。

収入金額 法人の合併により交付を受け
とみなさ â た合併法人の株式及びそれ以 Þ みなし配当額
れる金額 外の資産の価額の合計額

取得価額 â 旧株の従前の取得価額の合計額

また、当該合併により取得した合併法人の株式の取得価額は、所得税

法施行令第109 条第１項第４号の規定により、取得のために通常要する
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価額となる。
� 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における法人の合併
により取得した合併法人の株式の１株当たりの取得価額は、同令第112

条の規定により、次の算式によって計算した金額となる。

取得した 旧株１ 旧株１ 旧株１株
合併法人 株の従 株当た 当たりの 旧株１株につい
の株式１â 前の取 Ý りのみ Ý 合併法人 áて取得した合併
株当たり 得価額 なし配 の株式の 法人の株式の数
の取得価 当額 取得費用
額

ËvÞ	-��£½¾koN�±��oN�Þä¨ �W i�Ì （新 設）
Ûß ÙØ¾< 措置法第37条の10第４項第２号の規定の適用に関しては、次の

点に留意する。
� 法人の分割に当たり、措置法第37条の10第４項の規定により、分割法

人の株式（以下この項において「旧株」という。）についての譲渡所得

等に係る収入金額とみなされる同項第２号に掲げる金額（みなし配当額

を除く。）及び当該収入金額から控除すべき取得価額は、次の算式によ

って計算した金額となる。

収入金額 法人の分割により交付を受け
とみなさ â た分割承継法人の株式及びそ Þ みなし配当額
れる金額 れ以外の資産の価額の合計額

旧株の従前の取
取得価額 â à 純資産移転割合

得価額の合計額

（注) 「純資産移転割合」は、所得税法施行令第61条第２項第２号に

規定する割合で、次により計算した割合（小数点以下１位未満は

切上げ）をいう。以下同じ。

分割法人から分割 分割法人から分割
承継法人に移転し Þ 承継法人に移転し

純資産移転 た資産の帳簿価額 た負債の帳簿価額
â

割合 分割法人の資産の 分割法人の負債の
Þ

帳簿価額 帳簿価額
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また、当該分割があった日以後における旧株１株当たりの取得価額は、

同令第113 条第２項の規定により、次の算式によって計算した金額とな
り、また、当該分割により取得した分割承継法人の株式の取得価額は、

同令第109 条第１項第４号の規定により、取得のために通常要する価額

となる。

分割後の旧株１株 旧株１株の 旧株１株の 純資産移
â 従前の取得 Þ 従前の取得 à

当たりの取得価額 価額 価額 転割合

� 措置法第37条の10第４項の規定の適用がない場合における法人の分割

があった日以後の旧株及び当該分割により取得した分割承継法人の株式

に係る１株当たりの取得価額は、同令第113 条第１項又は第２項の規定

により、それぞれ次の算式によって計算した金額となる。

分割後の旧株１株 旧株１株の 旧株１株の 純資産移
â 従前の取得 Þ 従前の取得 à

当たりの取得価額 価額 価額 転割合

取得した 旧株１株 純資産 旧株１株 分割承継 分割承継法
分割承継 について 法人の株 人の株式１
法人の株 の従前のà移 転á取得した Ý式１株当Ý株当たりの
式１株当â 分割承継 たりのみ 分割承継法
たりの取 取得価額 割 合 法人の株 なし配当 人株式の取
得価額 式の数 額 得費用

ËvÞ	-��£½¾koN�±��oN�Þ���� i�Ì （新 設）
Ûß ÙØ¾= 措置法第37条の10第４項第３号に規定する「法人の資本若しく

は出資の減少」又は「法人の解散による残余財産の分配」（以下この項に

おいて「払戻し等」という。）により金銭その他の資産（以下この項にお

いて「金銭等」という。）の交付を受けた場合のその有していた払戻し等

を行った法人の株式（以下この項において「旧株」という。）に係る譲渡

所得等の収入金額とみなされる収入金額及び当該収入金額から控除すべき

取得価額は、それぞれ次の算式によって計算した金額となることに留意す

る。

収入金額 払戻し等により取得した金銭
とみなさ â Þ みなし配当額
れる金額 等の価額の合計額
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旧株の従前の取
取得価額 â à 純資産減少割合

得価額の合計額

（注） 「純資産減少割合」は、所得税法施行令第61条第２項第３号に規
定する割合で、次により計算した割合（小数点以下１位未満は切上
げ）をいう。以下同じ。

その法人が払戻し等により交付した金銭等

純資産減少 の価額の合計額
â

割合 その法人の資産の その法人の負債の
Þ

帳簿価額 帳簿価額

また、当該払戻し等があった日以後における旧株１株当たりの取得価額

は、同令第114 条第１項の規定により、次の算式によって計算した金額と

なる。

旧株１株当たりの 旧株１株の 旧株１株の 純資産減
â 従前の取得 Þ 従前の取得 à

取得価額 価額 価額 少割合

ËjÍ	¬bigq� vÞ�º½	- 	-u�Ì （新 設）
Ûß ÙØ¾> 措置法第37条の10第３項に規定する株式等の譲渡による所得の

所得区分については、所得税基本通達23～35共Þ11に定めるところによる

のであるが、株式等が同条第６項に規定する「長期所有上場株式等」に該

当する場合における当該長期所有上場株式等の譲渡による所得は、譲渡所

得として取り扱って差し支えないものとする。

Ë	¬Í§~6zÄgz½}�x} æ�Ì （新 設）
Ûß ÙØ¾ÙØ 措置法第37条の10第６項に規定する上場株式等の譲渡をした

場合において、当該上場株式等が、その譲渡の日において所有期間が１年

を超えるものに該当するかどうかは、37の10―４に準じて判定する。

（注） その株式の所有期間を判定する場合における「譲渡の日」は、所

得税基本通達36Þ12に準じて判定する。
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S)äÝÛßo ÙÚ ¿¿X�¹?�Ä¬ S)äÝÛßo ÙÚ ¿¿X�¹?�Ä¬

��v��Ú� gq� vÞ�£ ��v��Ú� gq� vÞ�£

½�O�-	-�Å�½ò� 0@ ÀÀ ½�O�-	-�Å�½ò� 0@ ÀÀ

©£ ©£

Ë6g��¼ ©-ÖN� Â��Ì Ë6g��¼ ©-ÖN� Â��Ì

Ûß ÙÚÞ6 ・・・・・・・、37の10Þ１から37の10Þ10までの取扱いを準 Ûß ÙÚÞ6 ・・・・・・・、37の10Þ１から37の10Þ６までの取扱いを準

用する。 用する。

S)äÝÛßo ÙÜ ¿¿gq;�7¡g S)äÝÛßo ÙÛ 7 ¿¿gq;�7

q5Í�£½ò� 0@ ÀÀ©£ ¡gq5Í�£½ò� 0@ ÀÀ©£

Ë÷� ¦����;\��oN~t½i� ;\oC� ©�vÌ Ë÷� ¦����;\��oN~t½i� ;\oC� ©�vÌ

Ûß ÙÜÞ6 措置法第37条の14第１項に規定する特定子会社（・・・・・・ Ûß ÙÛ 7Þ6 措置法第37条の13の２第１項に規定する特定子会社（・・

・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 ・・・）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

(注) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 (注) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。

Ëgq;���â�6gEA gq vÞÚoÄ0�5�� g¨�;\� Ëgq;���â�6gEA gq vÞÚoÄ0�5�� g¨�;\�

�i� ©�vÌ �i� ©�vÌ

Ûß ÙÜÞ7 措置法第37条の14第１項の規定を適用する場合において、・・ Ûß ÙÛ 7Þ7 措置法第37条の13の２第１項の規定を適用する場合におい

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。 て、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
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